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（24） アンケート調査結果については，NTTデータ（2014）「環境開示システム試行事業 成果報告 参
考資料」2014年3月26日開催環境情報開示システム試行事業報告会配布資料を参照。
（25） 有効回答数62社のうち，「金融機関等がどういう情報を必要としているか情報を収集するため」を
29社が，「本システムの機能（比較可能性の確保など）に興味があったため」を28社が，「他社の環
境情報を参考にできると考えたため」と「先進事業に参画することで，同業他社との差別化ができる
と考えたため」を23社が，「Scope3の算定支援とセットだったため」を18社が，「環境省のHPで
社名が公表されるため」を17社が選択している。
（26） 有効回答数11社のうち，「業務に活用できる可能性があるため」を10社が，「事業の動向を把握し
ておく必要があると考えたため」を7社が，「事業に参画し意見を反映させることで，業務に活用し
やすいものとするため」を6社が，「本システムの機能（比較可能性の確保など）に興味があったた
め」を5社が，「企業がどういう情報を公開しているか情報を収集するため」と「XBRLの活用に興
味をもったため」を4社が，「各社の環境情報を参考にできると考えたため」を3社，「先進事業に参
画することで，同業他社との差別化ができると考えたため」を1社が選択している。
（27） 2016年度の本格運用を目標として，試行事業は2013～2015年度の3ヵ年が予定されている。
（28） 環境省（2015）「『平成 27年度環境情報開示基盤整備事業』における情報登録企業募集要領」
https://www.env.go.jp/press/files/jp/27714.pdf（2015年1月10日アクセス）。
（29） 土屋和之（2012）「電子開示の動向と課題」『千葉商大論叢』49巻第2号，385398頁。
（30） 坂上学（2011）「非財務情報開示におけるXBRL導入の現状と課題 GRIとWICIの取り組みを
題材として 」古賀智敏編『RIETIIFRS時代の最適開示制度 日本の国際的競争力と持続的成
長に資する情報開示制度とは』第10章，千倉書房，195216頁。
（31） ESG（環境・社会・ガバナンス）やESH（環境・安全・健康）といった言葉の表現が用いられる
こともあるように，企業等が発行する持続可能性報告やCSR報告では環境情報以外の非財務情報の
記載も重視されている。
（32） 1998年10月9日法律117号「地球温暖化対策の推進に関する法律」。最終改正：2013年5月31日
法律第25号。
（33） 経済産業省資源エネルギー庁「1．地方公共団体の役割」http://www.enecho.meti.go.jp/about/
whitepaper/2004html/outro2_4-2.html（2014年4月25日アクセス）。
（34） 同上。
（35） 環境アセスメントの手続の中で事業者が作成する配慮書・方法書・準備書・評価書・報告書など。
参考文献
IPCC（2013）・ClimateChange2013:ThePhysicalScienceBasis―IPCCWorkingGroupIContribu-
tiontoAR5・
http://www.climatechange2013.org/images/report/WG1AR5_ALL_FINAL.pdf（2014年4月24
日アクセス）。
NTTデータ（2014）「環境開示システム試行事業 成果報告 参考資料」2014年3月26日開催環境情報
開示システム試行事業報告会配布資料。
XBRLJapan ホームページ「XBRLとは」
https://www.xbrl.or.jp/modules/pico1/index.php?content_id=9（2014年4月24日アクセス）。
環境省（2013）「環境情報開示システムの試行利用に関する ご協力企業・金融機関等の募集について（お
知らせ）」http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=17359（2014年4月24日アクセス）。
環境省（2015）「『平成27年度環境情報開示基盤整備事業』における情報登録企業募集要領」https://
www.env.go.jp/press/files/jp/27714.pdf（2016年1月10日アクセス）。
XBRLを用いた環境情報基盤の形成46
環境省（2015）「環境にやさしい企業行動調査結果（平成25年度における取組に関する調査結果）概要
版」平成27年3月，http://www.env.go.jp/policy/j-hiroba/kigyo/h25/gaiyo.pdf（2016年1月
10日アクセス）。
清遠友貴廣安知之三木光範横内久猛（2009）「XBRLを用いた財務諸表解析支援ツールの構築」『全国
大会講演論文集 第71回』情報処理学会。
金融庁（2013）「次世代EDINETタクソノミの公表について」
http://www.fsa.go.jp/search/20130821.html（2014年4月24日アクセス）。
経済産業省資源エネルギー庁 ホームページ「1．地方公共団体の役割」
http://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2004html/outro2_4-2.html（2014年4月25日
アクセス）。
坂上学（2011）『新版 会計人のためのXBRL入門』同文館。
坂上学（2011）「非財務情報開示におけるXBRL導入の現状と課題 GRIとWICIの取り組みを題材と
して 」古賀智敏編『RIETIIFRS時代の最適開示制度 日本の国際的競争力と持続的成長に資
する情報開示制度とは』第10章，千倉書房，195216頁。
資源エネルギー庁省エネルギー対策課（2010）「改正省エネ法における地方公共団体のエネルギー管理の
範囲について」平成22年2月10日，http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/
saving/summary/pdf/besshi090710.pdf（2014年4月25日アクセス）。
土屋和之（2012）「電子開示の動向と課題」『千葉商大論叢』49巻第2号。
日経エコロジー記事（2013）「GRIが新指針『G4』を公表 非財務情報の開示進める」『日経エコロジー』
2013年7月号，16頁。
日経エコロジー記事（2014）「環境情報，開示から利用へ 登録・公開システムが稼働」『日経エコロジー』
2014年5月号，19頁。
文部科学省＝経済産業省＝気象庁＝環境省（2013）「気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第5次評価
報告書第1作業部会報告書（自然科学的根拠）の公表について」平成25年9月27日報道発表資料，
http://www.env.go.jp/press/file_view.php?serial=23096&hou_id=17176（2014年 4月 24日アク
セス）。
XBRLを用いた環境情報基盤の形成 47
